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本稿の目的は, 公立高校の臨時休業基準における自然災害への対応, と りわけ地震 ・ 津波 ・ 噴火に焦点をあてて検討す
ることである。 全国の全日制公立高校における臨時休業基準を調査した結果, 第一 に, 臨時休業基準の対象とする警報及
び特別警報として, 緊急地震速報 (震度 5弱以上) 2割程度, 緊急地震速報 (震度 6弱以上) 1 割程度, 津波警報及び大
津波警報はそれぞれ1 割程度, 噴火警報 (火口周辺) 及び噴火警報 (居住地域) はそれぞれ1 割未満にとどまっている状
況であった。 第二に, これらの警報及び特別警報の対象地として, 「学校所在地」 は4 割程度, 「生徒居住地」 は3 割程度, 
「通学途上地」2 割程度という状況であった。 以上の結果から, 各学校の設定する臨時休業基準における地震 ・ 津波 ・ 噴
火の自然災害からの生徒の安全確保に関する課題の存在を指摘することができ, 改善に向けた各学校の対応が求められよ
う o 
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I はじめに
日本は地震多発国であり, 今後30年以内に南海トラフ
巨大地震が70%程度の確率で発生することが指摘されて
い る(')。 また, 2011年の東日本大震災による甚大な被
害を目の当たりにして, 地震や津波への防災や減災の必
要性がこれまで以上に社会全体で共有されるようになっ
てきた。
『学校防災のための参考資料 「生きる力」 を育む防災
教育の展開』 (文科省) においては, 「東日本大震災(東
北地方太平洋沖地震の発生による災害) が学校現場に与
えた衝撃は大きく, 我が国において, 改めて学校防災の
在り方を考え直す機会となっている」(2) と述べられて
いる。 そして, 「学校及び周辺で起こりう る様々な災害
について, 様々な場面・ 状況(授業中, 休態時間や放課
後, 登下校中, 校外学習中, 休日の課外活動中等) にお
ける児童生徒等の安全確保, 防火 ・ 防災体制」( 3) を整
えることの重要性が指摘されている。
また, 『学校防災マニュアル(地震 ・ 津波災害) 作成
の手引き』(文科省) においては, 地震や津波災害に対
する防災体制の一層の充実が求められている。 そこでは, 
「事前の危機管理 (備える) 」, 「発生時の危機管理 (命を
守る)」, 「事後の危機管理(立て直す)」 のいずれの段階
においても, 登下校時の生徒の安全確保に関する項目が
示されているよう に(4), 自然災害への対策が課題となっ
ているo
さらに, 2018年 3 月に大幅に改訂された 『学校の危機
管理マニュアル作成の手引』(文科省) には, 地震 ・ 津
波の発生に対して 「学校の立地する環境や, 学校規模, 
通学する児童生徒等の年齢や通学方法など各学校によつ
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て状況は様々」(5) であるこ とが指摘されており, この
点も考慮する必要がある。
一方, 学校教育法施行規則第6条においては, 「非常変
災その他急追の事情があるときは, 校長は, 臨時に授業
を行わないことができる。 この場合において, 公立小学
校についてはこの旨を当該学校を設置する地方公共団体
の教育委員会に報告しなければならない。」 と規定され
ているo
この規定は高校にも準用されており, 各学校は気象現
象に関する警報に加えて, 地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警
報が発表された場合, 生徒の安全を守るために臨時休業
の措置を取ることができる。 これは, 各校長の裁量権の
範囲に含まれ, 臨時休業基準も各学校による設定となる。 
そのため, 各学校で設定している臨時休業基準の生徒に
対する安全確保の機能に関して, 外部の専門的視点を取
り入れた調査・ 検討が求められよう。
また, 近年は公立高校の統廃合が進むとともに学区再
編が行われ, 通学区域が拡大している傾向にある。 既述
した 『学校防災マニュアル(地震・ 津波災害) 作成の手
引き』 にも 「国・ 私立学校や高等学校, 特別支援学校な
ど通学範囲が広い場合」(6) に関する言及がなされてい
る。 この点からも, 学区が広域化する高校の通学途上に
おける生徒の安全確保に関わって, 臨時休業基準の調査・ 
検討が求められる。
臨時休業に関する先行研究と して, イ ンフルエンザを
はじめとする感染症について調査 ・ 検討した荒井ら
(2007) (7) , 教育法規の範疇で臨時休業を扱った菱村
(2007) (8) , 臨時休業に対応した授業時数の確保に関す
る寺崎 (2010) (9) 等があげられるものの, 警報発表時
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の臨時休業基準を扱う内容ではない。
水害を受けた保育所の対応の調査研究を行った室崎ら
(1994) ('°) が, 気象警報に関して論及しているものの, 
警報発表時の臨時休業基準を直接的に扱ったものではな
い。 また, 當山ら (2017) ('') が気象警報発表時の臨時
休業基準の考察を行っているものの, 兵庫県内という限
られた範囲の調査研究にと どまっているとともに, 地震 ・ 
津波 ・ 噴火に関する警報には論及していない。
他方, 緊急地震速報に関しては, 企業を対象とする調
査から緊急地震速報の活用を分析した高橋ら (2015) ('2) , 
津波警報に関しては, 大津波警報発表時の和歌山県の避
難行動を現地調査した小笠原ら (2013) ('3), 噴火警報に
関しては, 火山現象の理解と火山噴火予知について検討
した石原 (2011) ('4) 等があげら れる。 ま た, 本間
(2017) ('5) は, 警報等の災害情報に対する住民の対応行
動を調査している。 しかしながら, いずれにおいても学
校の臨時休業に関する論及は管見の限り確認できなかっ
た。
本稿は以上を踏まえ, 全国の全日制公立高校を対象と
した臨時休業基準の実態調査から, 臨時休業基準の地震・ 
津波 ・ 噴火に関する警報への対応について検討すること
とする。 
II 方法
1 調査時期
2017年 8 月に調査を行った。
2 調査方法
自記式質問紙による郵送調査を行った。
3 調査項目
(1) 学校名等についての項目
学校名, 所在する都道府県名等の項目を設定した。
(2) 臨時休業基準の設定・ 更新・ 公表についての項目
臨時休業基準の設定の方法, 対象時期, 更新頻度, 最
終更新日 , ホームページでの掲載の有無, 紙媒体での配
布の有無等の項目を設定した。
(3) 臨時休業基準の対象とする気象現象に関する警報
及び特別警報についての項目
臨時休業基準の対象とする気象現象に関する警報及び
特別警報の種類や対象地等の項目を設定した。
(4) 臨時休業基準の対象とする地震 ・ 津波 ・ 噴火に関
する警報及び特別警報についての項目
臨時休業基準の対象とする地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する
警報及び特別警報の種類や対象地等の項目を設定した。
(5) 臨時休業の判断, 対応措置についての項目
臨時休業の判断時間, 対応措置等の項目を設定した。 
(6) 臨時休業基準の運用上の課題についての項目
臨時休業基準の運用上の課題に関する自由記述を設定
した。
4 調査対象
全国の全日制公立高校の中から, 各都道府県10校 (計
470校) を抽出した。
5 回収状況
全体の53.0% (249校) から回答を得た。 回答校の集
計を表1 に示す。 気象庁の地方季節予報で用いる予報区
分を参考に7 つに区分して集計を行った。 その結果, 地
方別の回収率は, 中国地方77.5% (31校) が最も高く, 
北陸・ 東海地方45.0% (36校) が最も低い結果となった。 
m 結果と考察
1 地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報
地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報について, 
気象庁が発表する, 緊急地震速報 (震度 5 弱以上) , 緊
急地震速報 (震度 6弱以上) , 津波警報, 大津波警報, 
噴火警報 (火口周辺) , 噴火警報 (居住地域) の項目を
設定し, 臨時休業基準の対象を全て選択する形式とした。 
表 1 地方別の回収状況
地方 都道府県 調査校 回答校 回収率
北海道・東北地方 j 海書城東森 ,島「県, 岩手県, 山形 70校 36校 51. 4% 
- 東京都, 栃木県, 群馬県, 埼玉県, 茨城 。関東甲信地方 目 目 目 目 利目 90校 41校 45. 6%県, 千葉県, 神フr、川県, 長野県, 山 県
北陸・ 東海地方 潟 阜重山 重 川器'岡「県' 愛知 80校 36校 45. 0%、, 、, - 、, 日 、
近畿地方 ノ 都 歌 「, 兵庫県, 奈良県, 滋賀 60校 36校 60.o%、, ・ 、
中国地方 鳥取県, 島根県, 岡山県, 広島県 40校 31校 77. 5% 
四国地方 香川県, 愛媛県, 徳島県, 高知県 40校 20校 50. 0% 
、 . 山口県, 福岡県, 大分県, 佐賀県, 長崎 。九 州 ・ 沖 縄 地 方 .会ヒ, 、、 ., 90校 49校 54. 4%県, 目、本県, 呂崎県, 鹿児島県, 沖組県
計 470校 249校 53. 0% 
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(1 ) 全体の傾向
表 2 に示すとおり, 全体では, 緊急地震速報 (震度 5 
弱以上) 19.7% (49校) , 緊急地震速報 (震度 6弱以上) 
13.7% (34校) , 津波警報14.5% (36校) , 大津波警報11.2 
% (28校) , 噴火警報 (火口周辺) 1.2% ( 3校) , 噴火
警報 (居住地域) 3.6% ( 9校) となった。
緊急地震速報 (震度 6 弱以上) 及び大津波警報は, 緊
急地震速報 (震度 5 弱以上) 及び津波警報に比べて高い
警戒レベルであるにもかかわらず, 臨時休業基準の対象
として, 十分に捕捉できていない実態にあることが明ら
かとなった。
(2) 各警報及び特別警報の傾向
①緊急地震速報 (震度 5 弱以上)
緊急地震速報 (震度 5 弱以上) の発表基準は, 地震波
が 2 点以上の地震観測点で観測され, 最大震度が 5 弱以
上と予想された場合である('6)。
緊急地震速報 (震度 5 弱以上) を設定している学校は, 
北海道 ・ 東北地方36.1% (13校) , 関東甲信地方26.8% 
(11校) , 北陸・ 束海地方25.0% ( 9校) , 近畿地方8.3% 
( 3校) , 中国地方6.5% ( 2校) , 四国地方10.0% ( 2校) , 
九州・ 沖縄地方18.4% ( 9校) となった。
②緊急地震速報 (震度 6 弱以上)
緊急地震速報 (警報) のうち, 震度 6 弱以上の場合は, 
特別警報 (地震動特別警報) ' ) に位置付けられている。
緊急地震速報 (震度 6 弱以上) を設定している学校は, 
北海道 ・ 東北地方22.2% ( 8校) , 関東甲信地方17.1% 
( 7校) , 北陸・ 東海地方16.7% ( 6校) , 近畿地方2.8% 
( 1校) , 中国地方3.2% ( 1校) , 四国地方10.0% ( 2校) , 
九州・ 沖縄地方18.4% ( 9校) となった。 
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③津波警報
津波警報の発表基準は, 予想される津波の高さが1 m 
を超え, 3 m以下の場合である('7)。
津波警報を設定している学校は, 北海道 ・ 東北地方
16.7% ( 6校) , 関束甲信地方4.9% ( 2校) , 北陸・ 束海
地方19.4% ( 7校) , 近畿地方13.9% ( 5校) , 中国地方
6.5% ( 2校) , 四国地方25.0% ( 5校) , 九州・ 沖縄地方
18.4% ( 9校) となった。
④大津波警報
大津波警報は特別警報に位置付けられており, その発
表基準は, 予想される津波の高さが3 m を超える場合
で あ る (18) 0
大津波警報を設定している学校は, 北海道・ 東北地方
19.4% ( 7校) , 関東甲信地方2.4% ( 1校) , 北陸・ 束海
地方16.7% ( 6校) , 近畿地方5.6% ( 2校) , 中国地方3.2 
% ( 1校) , 四国地方25.0% ( 5校) , 九州 ・ 沖縄地方
12.2% ( 6校) となった。
⑤噴火警報 (火口周辺)
気象庁は, 噴火災害軽減のため, 全国111の活火山を
対象として, 観測・ 監視・ 評価の結果に基づき噴火警報・ 
予報を発表している。 その一つである噴火警報 (火口周
辺) の発表基準は, 火口周辺や居住地域の近く まで重大
な影響を及ぼす噴火が発生あるいは発生すると予想され
る火山活動である('9)。
噴火警報 (火口周辺) を設定している学校は, 北海道・ 
束北地方2.8% ( 1 校) , 関東甲信地方2.4% ( 1 校) , 北
陸・ 東海地方0.0% (0校) , 近畿地方0.0% ( 0校) , 中国
地方0.0% ( 0校) , 四国地方0.0% ( 0校) , 九州 ・ 沖縄
地方2.0% ( 1 校) となった。 
表 2 臨時休業基準における警報及び特別警報の設定状況
地方 緊急地震 緊急地震 津波 大津波 噴火警報 噴火警報
(回答校) 速報 (5弱) 速報 (6弱) 警報 警報 (火口周辺) (居住地域) 
北海道・ 束北地方 36. 1% 22. 2% 16. 7% 19. 4% 2. 8% 2. 8%
(36校) 13校 8校 6校 7校 1校 1校
関東甲信地方 26. 8% 17. 1% 4. 9% 2. 4% 2. 4% 7. 3%
(41校) 11校 7校 2校 1校 1校 3校
北陸・ 東海地方 25. 0% 16. 7% 19. 4% 16. 7% 0. 0% 0. 0%
(36校) 9校 6校 7校 6校 0校 0校
近畿地方 8. 3% 2. 8% 13. 9% 5. 6% 0. 0% 0. 0%
(36校) 3校 1校 5校 2校 0校 0校
中国地方 6. 5% 3. 2% 6. 5% 3. 2% 0. 0% 0. 0%
(31校) 2校 1校 2校 1校 0校 0校
四国地方 10. 0% 10. 0% 25. 0% 25. 0% 0. 0% 0. 0%
(20校) 2校 2校 5校 5校 0校 0校
九州・ 沖縄地方 18. 4% 18. 4% 18. 4% 12. 2% 2. 0% 10. 2%
(49校) 9校 9校 9校 6校 1校 5校
割合
計
19. 7% 13. 7% 14. 5% 11. 2% 1. 2% 3. 6% 
49校 34校 36校 28校 3校 9校
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⑥噴火警報 (居住地域)
噴火警報 (居住地域) は特別警報に位置付けられてお
り, その発表基準は, 居住地域に重大な被害を及ぼす噴
火が発生あるいは発生すると予想される火山活動であ
る (20) 0
噴火警報 (居住地域) を設定している学校は, 北海道・ 
東北地方2.8% ( 1 校) , 関東甲信地方7.3% ( 3校) , 北
陸・ 東海地方0.0% ( 0校) , 近畿地方0.0% ( 0校) , 中
国地方0.0% ( 0校) , 四国地方0.0% ( 0校) , 九州 ・ 沖
縄地方10.2% ( 5校) となった。
(3) 課題と考察
緊急地震速報 (震度 5 弱以上) 及び緊急地震速報 (震
度 6 弱以上) を設定している学校の割合は2 割未満にと
どまっている。 津波警報及び大津波警報を設定している
学校の割合は 1 割を超える程度である。 噴火警報(火口
周辺) 及び噴火警報 (居住地域) を設定している学校は
ほとんど存在しない状況にある。
これらのことから, 臨時休業基準の対象とする警報と
して, 地震・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報が十
分に捕捉されていない設定状況にあるといえ, 以下のよ
うな課題を指摘することができる。
第一に, 地震に関しては, 日本全国のどこにおいても
発生の可能性がある。 そのため, 緊急地震速報 (震度 5 
弱以上) 及び緊急地震速報 (震度 6 弱以上) を全ての学
校の臨時休業基準に設定する必要があるといえよう。
第二に, 津波に関しては, 東日本大震災において, 沿
岸から10km 離れた内陸部でも被害が発生した。 また, 
日本の国土は山地の多い地形であり, 可住地面積2) の
割合は32.9%であることから(2'), 標高 0 ~ 100mの沿岸
地域に 8 割の人口が集中しているこ とが報告されてい
る (22) o
そのため, 後述する地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及
び特別警報の対象地である 「学校所在地」, 「生徒居住地」, 
「通学途上地」 の沿岸からの距離や標高を考慮した上で, 
津波警報及び大津波警報を臨時休業基準に設定する必要
があるといえよう。
第三に, 火山活動に関しては, 2018年 1 月, 気象庁が
「無警戒だった火山」(23) の本白根山が噴火して多数の死
傷者が出る被害が発生した。 全国には111 もの活火山が
存在しているものの, 本白根山は, 重点監視されていな
い火山の一つであった。 今回の噴火事例を踏まえると, 
日本全国の活火山への警戒が改めて求められる。 そこで, 
津波警報及び大津波警報と同様に, 地震・ 津波 ・ 噴火に
関する警報及び特別警報の 「学校所在地」, 「生徒居住地」, 
「通学途上地」 のそれぞれの対象地が火山噴火の場合に
受ける影響の程度を考慮した上で, 噴火警報 (火口周辺) 
及び噴火警報 (居住地域) を臨時休業基準に設定する必
要があるといえよう。
生徒が被害を受けるか否かは, 学校が立地している自
然環境によって大きく異なるものの, 東日本大震災によ
る津波や本白根山の噴火のよう な 「想定外」 とされる最
悪の事態にも学校は備えておく ことが求められる時代に
なっている。 したがって, 各学校は, 臨時休業基準の対
象とする地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報が
学校の位置する自然環境に適した設定となっているかを
改めて確認することが求められる。 
2 地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報の対象地
地震・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報の対象地
について, 学校の所在市町村を示す 「学校所在地」, 生
徒の自宅所在市町村を示す 「生徒居住地」, 生徒の通学
途上に位置する市町村を示す 「通学途上地」 の項目を設
定し, 臨時休業基準の対象を全て選択する形式とした。
(1) 全体の傾向
表 3 に示すとおり, 全体では, 「学校所在地」44.6% 
(111校) , 「生徒居住地」29.3% (73校) , 「通学途上地」
20.1% (50校) となった。
「学校所在地」 に比べて, 「生徒居住地」 及び 「通学
途上地」 は, 地震・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警
報の対象地と して重要視されていない実態にあることが
明らかとなった。
(2) 各対象地の傾向
① 「学校所在地」
「学校所在地」 を設定している学校は, 北海道・ 束北
地方55.6% (20校) , 関東甲信地方39.0% (16校) , 北陸・ 
東海地方50.0% (18校) , 近畿地方27.8% (10校) , 中国
地方35.5% (11校) , 四国地方50.0% (10校) , 九州・ 沖
縄地方53.1% (26校) となった。
② 「生徒居住地」
「生徒居住地」 を設定している学校は, 北海道 ・ 束北
地方33.3% (12校) , 関東甲信地方19.5% ( 8校) , 北陸・ 
東海地方41.7% (15校) , 近畿地方19.4% ( 7校) , 中国
地方22.6% ( 7校) , 四国地方20.0% ( 4校) , 九州・ 沖
縄地方40.8% (20校) となった。
③ 「通学途上地」
「通学途上地」 を設定している学校は, 北海道・ 東北
地方25.0% ( 9校) , 関東甲信地方14.6% ( 6校) , 北陸・ 
東海地方25.0% ( 9校) , 近畿地方13.9% ( 5校) , 中国
地方16.1% ( 5校) , 四国地方10.0% ( 2校) , 九州・ 沖
縄地方28.6% (14校) となった。
(3) 課題と考察
地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報が, 「学
校所在地」, 「生徒居住地」, 「通学途上地」 のいずれにお
いて発表された場合でも, 生徒の通学に際して, 危険の
及ぶ可能性がある。
しかしながら, 「学校所在地」 に比べ 「生徒居住地」
及び 「通学途上地」 を設定している学校の割合は低く
「学校所在地」 を設定している学校の割合ですら5 割に
満たない。
これらのことから, 臨時休業基準の対象とする地震 ・ 
津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報の対象地として必
要な範囲が十分に捕捉されていない設定状況にあるとい
えよう。 したがって, どこで地震 ・ 津波 ・ 噴火の自然災
害が発生しても生徒の安全確保の徹底を図るために, 臨
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地方 学校 生徒 通学
(回答校) 所在地 居住地 途上地
北海道・ 東北地方 55. 6% 33. 3% 25. 0%
(36校) 20校 12校 9校
関東甲信地方 39. 0% 19. 5% 14. 6%
(41校) 16校 8校 6校
北陸・ 東海地方 50. 0% 41. 7% 25. 0%
(36校) 18校 15校 9校
近畿地方 27. 8% 19. 4% 13. 9%
(36校) 10校 7校 5校
中国地方 35. 5% 22. 6% 16. 1%
(31校) 11校 7校 5校
四国地方 50. 0% 20. 0% 10. 0%
(20校) 10校 4校 2校
九州・ 沖縄地方 53. 1% 40. 8% 28. 6%
(49校) 26校 20校 14校
割合 44. 6% 29. 3% 20. 1%
計 111校 73校 50校
時休業基準の対象とする地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報
及び特別警報の対象地として, 「学校所在地」, 「生徒居
住地」, 「通学途上地」 の全てを設定することが求められ
る。 
m 本研究のまとめと課題
1 本研究のまとめ
全国の全日制公立高校を対象とした臨時休業基準に関
する調査から得られた知見を整理すると, 地震 ・ 津波 ・ 
噴火の自然災害に関する警報及び特別警報への対応につ
いて次の点を指摘することができる。
第一に, 臨時休業基準の対象とする地震・ 津波 ・ 噴火
に関する警報及び特別警報について, 緊急地震速報 (震
度 5 弱以上) 及び緊急地震速報 (震度 6 弱以上) を設定
している学校の割合は2 割未満にとどまる結果となった。 
津波警報及び大津波警報を設定している学校の割合は1 
割を超える程度であった。 噴火警報(火口周辺) 及び噴
火警報 (居住地域) を設定している学校は, ほとんど存
在しない状況にあった。
地方別では, 緊急地震速報 (震度 5 弱以上) 及び緊急
地震速報 (震度 6弱以上) については, 近畿地方, 中国
地方, 四国地方で相対的に低い割合であった。 津波警報
及び大津波警報については, 関東甲信地方, 近畿地方, 
中国地方で相対的に低い割合であった。 噴火警報 (火口
周辺) 及び噴火警報 (居住地域) については, 全ての地
方で低い割合であった。
これらのことから, 臨時休業基準の対象として, 地震・ 
津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報が十分に捕捉され
ていない設定状況にある。 したがって, 各学校は地震 ・ 
津波 ・噴火に関する警報及び特別警報が, 学校の位置す
る自然環境に適した設定となっているか改めて確認する
ことが求められる。 特に, それぞれの地方において, 臨
時休業基準が捕捉できていない警報について改善が必要
である。
第二に, 地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報
の対象地について, 「学校所在地」 に比べ 「生徒居住地」
及び 「通学途上地」 を設定している学校の割合は低く, 
「学校所在地」 を設定している学校の割合ですら5 割未
満にとどまる結果となった。
地方別では, 「学校所在地」 については, 近畿地方 , 
中国地方で相対的に低い割合であった。 「生徒居住地」
については, 関東甲信地方, 近畿地方で相対的に低い割
合であった。 「通学途上地」 については, 近畿地方, 四
国地方で相対的に低い割合であった。
これらのことから, 地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及
び特別警報の対象地と して, 必要な範囲が十分に捕捉さ
れていない設定状況にある。 生徒の安全確保の徹底を図
るためには, 地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警
報の対象地として, 「学校所在地」, 「生徒居住地」, 「通
学途上地」 の全てを設定することが求められる。 特に, 
臨時休業基準の対象地として 「生徒居住地」, 「通学途上
地」 に対する捕捉割合の低い地方では早期の改善が必要
である。
学校危機管理の実態として, 臨時休業基準に地震・ 津
波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報に関する設定をして
いない場合, 交通機関の途絶等で登校に支障の出る生徒
を公欠と して扱うよう な個別対応が行われていることも
想定される。 このよう な事情によって, これまで臨時休
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業基準に関わる問題が顕在化しなかったと もいえよ う。
しかしながら, 臨時休業基準に規定しない中で, 人為
的判断のみに依拠することは, 意図せずとも誤った判断
となる可能性や事故が発生した際に責任の所在が不明確
になる可能性がある。 また, 各学校が一定の範囲で安全
配慮義務を負っている事情を鑑みても, 地震 ・ 津波 ・ 噴
火に関する警報及び特別警報に関する臨時休業基準の設
定が必要であろう。
以上, 本研究で明らかとなった結果から, 各学校の設
定する臨時休業基準における生徒の安全確保に関する課
題の存在が明らかとなった。 したがって, 各学校は地震 ・ 
津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報並びに対象地につ
いて, 改めて設定上の問題がないか確認する必要がある。
加えて, 山本 (2015) の 「非常変災(とりわけ自然災
害) による臨時休業の対応が学校毎に異なることは, 保
護者の不信を招く恐れ」(24) があるとの指摘を踏まえ, 
近隣の学校の臨時休業基準との整合性を保つことにも一 
定の注意を払う必要があると考えられる。 
2 本研究の課題
本研究の課題を以下に示す。 第一 に, 臨時休業基準の
運用に関しての質的調査を実施する必要性が考えられる。 
臨時休業基準は, 学校別に設定されていることから, 多
種多様な臨時休業基準が存在している。 先進的な臨時休
業基準を設定している学校を調査することは, より良い
臨時休業基準の在り方の検討に際して, 有用な情報が得
られる可能性があると考えている。
第二に, 通学範囲の差異に焦点をあてた臨時休業基準
の分析の必要性が考えられる。 通学範囲の異なる普通高
校と専門高校の特性によっても, 臨時休業基準が異なる
可能性が想定できる。 そのため, これらを考慮した分析
を行う ことも必要であると認識している。
第三に, 地震・ 津波 ・ 噴火の自然災害以外の人為的災
害に関する臨時休業基準について, 調査する必要性が考
えられる。 昨今の世界情勢を鑑みると, 大陸間弾道ミサ
イルやテロなど, これまでには想定し得なかった脅威が
高まりつつあり, これらの事象への対応が学校の危機管
理上も必要になってきていると認識している。 
注
1 ) 緊急地震速報 (警報) のうち, 震度 6 弱以上の場合
は, 特別警報 (地震動特別警報) に位置付けられて
いるものの, 気象庁は技術的な問題から, 特別警報
と通常警報とを区別せず発表している。
気象庁ホームページ 「緊急地震速報の種類について」,
http://www.data.jma.go.jp/svd/eew/data/nc/shikumi/ 
shousai.html
(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
2 ) 可住地面積とは, 「総面積から林野面積と主要湖沼
面積を差し引いて算出したもの」 をいう。
総務省 『統計局社会生活統計指標』, 2017 
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